
社団法人 神奈川県経営管理センター主催 セミナー・研修・講演事業

－　中国ビジネス実務講座 (全5回コース)　－
貴社益々ご清祥のこととお慶び申し上げます株式会社　チャイナワーク様の御後援の下に、本講座を

開設致しました。　今回下記特別価格でご提供致します。本価格は今回限りです。

本講座では、昨年から今年にかけて新しく制定された主要法令・制度改革及び中国で実際のビジネス展開

を成功させるためのポイント等について、中国ビジネスの専門家である筧武雄氏が解説致します。

この機会に是非皆様のご参加を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

● 講座日程と講義内容（時間はいずれも15:30～17:00）

第 1 回 5月13日(火)  中国ビジネスの基本ルールと社会制度の理解

 ［中国ビジネスの基本ルール16・中国の行政管理制度・中国での企業経営リスクと対策］

第 2 回 5月19日(月)  これからの外資誘致政策と最新重要法令ポイントの解説

 ［昨年から今年にかけて新しく制定された主要法令の解説とこれからの外資誘致政策］

第 3 回 5月27日(火)  労務管理、人事戦略、情報管理

 ［労働契約法の解説と対策、中国の労働法法規のﾎﾟｲﾝﾄ・採用・解雇・人事管理の実務、

　  ジョッブホッビングと摸倣対策等］

第 4 回 6月3日(火)  税務の基礎と実務ポイント

 ［増値税・改正された企業所得税・個人所得税等］

第 5 回 6月10日(火)  成功と失敗のケース・スタデイ

 ［生産管理・品質管理・人事・労務管理・中国での企業経営と現地化等具体例の紹介と分析］

・ 毎回、講座の初めに中国最新動向を解説します。講座終了後には「情報交換会」（自由参加、実費負担）を行います

・ 本講座修了生は中国ビジネスの研究会である「中国ビジネス情報倶楽部」に優先的に入会でき、毎月の例会に出席できます

・ また、「中国ビジネス情報倶楽部」入会者には中国最新動向を定期的にメールで配信致します（但し年会費¥8,000）

●　講師 ： 筧　武雄（かけひ　たけお）

 【略歴】   1981年 一橋大学経済学部卒業、横浜銀行入行   【著書】 『中国とのつきあい方がマンガで３時間でわかる本』（明日香出版）

  1984年 北京大学に留学派遣 『中国ビジネスのツボ<ハウツウ集大成版>』（重化学工業通信社）

  1992年 横浜銀行営業推進部主任調査役ｱｼﾞｱ･ﾃﾞｽｸ長 『中国ビジネス<超>成功戦術252』（明日香出版）

  2001年 横浜銀行退職し、独立し、現在に至る。 その他多数

【会場】 波止場会館 (裏に会場迄の地図あります電話：045-201-3842 

東急・みなとみらい線日本大通り駅下車徒歩3分（大桟橋手前）

【受講料】 全講義（全5回）一括受講　1名 30,000円⇒特別価格20,000円 （テキスト代・資料代含む、消費税込）

(一括講座を申し込みでない場合は、1講座1名 7,000円⇒特別価格5,000円とします。希望受講番号を申込書に明記願います。）

なお、参加人員が少ない場合には、開催を中止することもありますのでご了承ください

【申込先】 下記参加申込書にご記入の上、FAXにてお申し込み下さい。振込確認後、受講票及び会場案内をお送り致します
社団法人 神奈川県経営管理センター　　〒224-0041 横浜市都筑区仲町台 1-32-8
電話 045-945-3701 FAX 045-945-3703 e-ﾒｰﾙ　kanagawakenmcasenta@ray.ocn.ne.jp

【受講料支払方法】 4月25日までに郵便局または銀行にて下記　社団法人神奈川県経営管理センターの口座へ
お振込み下さい（振込手数料は各自ご負担下さい）。
郵便局 ：　口座記号番号 00270-3-3945 銀 行 ：　横浜銀行 本店営業部 普通預金 0167299

【お問い合わせ】　(社）神奈川県経営管理センター、中国プロジェクトチーム　大島 (携帯：090-1556-2704）まで願います

『 中国ビジネス実務講座 』 参加申込書(切り取らずにそのままFAX願います） 年　　　月　　　日

FAX ： 045-945-3703  連絡欄  （○で囲んでください。）   一括受講 ・ 個別受講（希望講座： 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5 ）

(㈱チャイナワーク様扱い）

  氏名（ふりがな）   年  齢  e-mail

  会 社 名  所属・役 職

  会社住所   電  話   FAX

【個人情報の取扱いについて】ご記入頂いたお客様の個人情報は適切に管理するとともに、本セミナー開催の目的に使用致します。また、ご記入頂いた個人

情報をもとに、当センターからのお知らせやセミナーの開催案内等やアンケートのご協力のお願いを差し上げることがあります。


